
《地球温暖化対策に関する基本方針より抜粋》

○　地方公共団体の措置に関する基本的事項

ア　温室効果ガスの排出の抑制等の施策

地方公共団体は、地域の自然的・社会的条件に応じて、とるべき施策を判断し、き

め細かい地球温暖化対策を講ずる。地方公共団体の措置に関しては、例えば、以下

の事項を基本とする。

①　地方公共団体は、地域づくりの推進者として、温室効果ガスの排出の抑制等に

資する都市整備の推進、社会資本整備等の基盤づくり、木材資源の有効利用等

の推進を図るとともに、植林、里山林の整備、国土緑化運動の推進等の森林の保

全及び整備や都市緑化等の二酸化炭素吸収源の保全及び強化に資する対策を

実施する。

②　地方公共団体は、事業者や国民に身近な公的セクターとして、地球温暖化対策

やエネルギーに関する教育、民間団体の活動の支援等を行うとともに、先駆的な

取組の紹介や相談対応等を実施する。その際、都道府県地球温暖化防止活動推

進センター及び地球温暖化防止活動推進員が設置・委嘱されている場合には、こ

れらを活用し、きめ細かな対応を行う。

③　地方公共団体は、対策の実効性を確保するため、社会資本の整備等その実施

する対策について、具体的目標の設定に努めつつ実施することとし、定期的にフォ

ローアップを行う。

④　都道府県地球温暖化防止活動推進センターの運営に当たっては、民間団体や

住民の協力・参加が適切に確保されるものとする。

⑤　地方公共団体の事務及び事業のうち、外部への委託等により実施するもので、

温室効果ガスの排出の抑制等の措置が可能なものについては、受託者等に対し

て、必要な排出抑制等の措置を講ずるよう要請するものとする。

イ　地方公共団体の事務及び事業に関し策定する温室効果ガスの排出の抑制等のた

めの措置に関する計画

地方公共団体の事務及び事業に関し策定する温室効果ガスの排出の抑制等

のための措置に関する計画（以下、「地方公共団体の実行計画」という。）の策定・公

表等については、以下を基本とする。

①　地方公共団体は、本基本方針３．に定める政府の実行計画の規定に準じて、地

方公共団体の実行計画の策定、点検、公表等を行うものとする。また、その策定に

当たっては、地域の自然的・社会的条件に応じ、創意工夫して行うものとする。なお、

市町村は、その規模能力に応じて地方公共団体の実行計画を策定する。

②　地方公共団体の事務及び事業には、庁舎におけるもののみならず、廃棄物処理、

水道、下水道、公営交通、公立学校、公立病院等も含まれる。
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